様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　2024年　2月　6日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）　かぶしきがいしゃしいえむ・しい
一般事業主の氏名又は名称　　　　  株式会社シイエム・シイ
（ふりがな）  ささ　ゆきやす      
（法人の場合）代表者の氏名  　 佐々　幸恭    印   
住所　〒460-0021 愛知県名古屋市中区平和1-1-19

法人番号　4180001036617　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①2022年9月期 有価証券報告書
②2023年9月期 通期決算説明会 プレゼンテーション資料（ノート付き）

	公表日
	①2022年12月23日
②2023年11月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公表
①2022年9月期 有価証券報告書
「１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】」P10
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2022/12/yuukashouken_20221223.pdf>

②2023年9月期 通期決算説明会 プレゼンテーション資料（ノート付き）P25
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/11/shiryo_20231110_2.pdf>

	記載内容抜粋
	①2022年9月期 有価証券報告書　P10
当社グループは、「情報価値のサスティナビリティをめざして」をビジネスモデル変革のキーワードとして掲げ、情報をお客さま企業に提供するだけでなく、情報を使っていただくユーザーの皆さまに価値を届けることで、社会全体の価値向上サイクルを実現してまいります。
　当社グループの経営を取り巻く環境は、「2025年の崖」に向けて、情報インフラ、市場動向、労働人口などの変化が予想されております。こうした環境変化のなか、中長期的にさらなる企業価値向上を図っていくため、2022年９月期から３ヵ年を対象とする中期経営計画を策定しております。
[中期経営計画の骨子]
・期間：2022年９月期から2024年９月期末までの３ヵ年
・方針：2030年に向け、人財を育てる、データを育てる
当社グループがつくりだす情報を、データを、ビジネスを次世代の価値に進化させ、ユーザーエクスペリエンス（体験価値）の最大化をめざします。具体的には、お客さま企業の技術情報やデータを「人にやさしく、機械にやさしい」データに変換し、情報を利用するユーザーへ「必要な時に、最適な方法で、必要とする」情報を伝えるコンテンツを提供してまいります。

②2023年9月期 通期決算説明会 プレゼンテーション資料（ノート付き）P25
「マニュアル制作」を通じてお客さま企業を深く理解し、「戦略支援」を通じてユーザーを深く理解する。このサイクルを回し続けることで、持続的な需要と高い参入障壁が生まれ、独自のエコシステムを構築。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会において決議した内容に基づき作成された文書です。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①2022年9月期 有価証券報告書
②ニュースリリース
③ニュースリリース
④ニュースリリース
⑤2023年9月期 通期決算説明会 プレゼンテーション資料

	公表日
	①2022年12月23日
②2023年10月1日
③2018年4月2日
④2020年10月8日
⑤2023年11月10日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公表
①2022年9月期 有価証券報告書
「１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】」P10、11
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2022/12/yuukashouken_20221223.pdf>

②ニュースリリース「組織変更および役員の異動に関するお知らせ」＊2023年10月1日開示
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/10/oshirase_20231001.pdf>

③ニュースリリース　イノベーションセンター開設
<https://cmc-tongarulabo.jp/2018/04/02/cate-info/201/>

④ニュースリリース　業務標準化の手法を基礎としたDX人財育成の場「!Center名古屋」を設立
<https://cmc.jp/topics/center/>

⑤2023年9月期 通期決算説明会 プレゼンテーション資料　P21
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/11/shiryo_20231110_1.pdf>

	記載内容抜粋
	①事業戦略、Ｒ＆Ｄ戦略
　デジタル化の進展が加速しており、従来、各企業が組織別に保有する情報・データをつなぎ、有効活用する重要性が増しております。
　当社グループは、こうした時代の変化に対応すべく、企業内の膨大かつ複雑な情報を整理し、使いやすくすることで、お客さま企業の情報の利活用を実現するとともに、ユーザーのシーンや状況に合わせた最適な情報の提供をめざしております。これを実現するために、必要となるデータを蓄積し、整え、利活用するためのＲ＆Ｄ活動を進めております。
　当連結会計年度では、お客さま企業との戦略的な共創活動を通じて、お客さま企業の商材・市場・会社のデータをつなぎ、ユーザーのうれしさを創出するためのデジタル変革の推進サポートに取り組み、データを整え、利活用する取組みが加速しました。
　また、Ｒ＆Ｄ活動の成果として、2021年10月に業務手順の棚卸を支援するツール「KAIZEN FARM」、2022年４月に自動車の特定整備作業支援アプリ「楽々エーミング」を正式リリースしました。お客さま企業の課題解決だけでなく、データの蓄積・利活用を進めるための当社独自の基盤構築が進みました。
市場戦略、商材戦略
　当社グループのお客さま企業が属する各市場において、ＤＸ化の流れが加速し、情報・データを利活用することの重要性が高まっております。
　当社グループは、こうした環境に対応すべく、主力市場、注力市場を定めるとともに、さらに、地域を意識した取組みを進めております。
・主力市場：「モビリティ」「製造」「医療・医薬品」「物流」
・注力市場：「行政・自治体」「ロボティクス」
　それぞれの市場において、お客さま企業の情報・データの利活用を促進し、情報の資産化を支援するサービスを提供してまいります。
　また、それぞれの市場において、お客さま企業のグローバル展開に寄り添い、製品・技術情報を必要とする海外ユーザーへ地域ごとの最適化をサポートするローカルＤＸをサポートしてまいります。
アライアンス・Ｍ＆Ａ戦略
　当社グループは、持続的な成長を実現するために、アライアンス・Ｍ＆Ａを重要な経営課題としております。変革に向けた成長戦略をさらに加速させるため、当社グループの成長に必要な機能（市場、技術、商材）を明確化し、能動的かつ機動的にアライアンス・Ｍ＆Ａを進めております。
　当連結会計年度では、新たに始めた自動車整備事業者向けサービスの販売パートナーとして株式会社イヤサカと業務提携し、アライアンスを通じた販売活動の強化、社会への貢献を加速させております。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会において決議した内容に基づき作成された文書です。




1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公表
①2022年9月期 有価証券報告書
「１【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】」P11
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2022/12/yuukashouken_20221223.pdf>

②ニュースリリース「組織変更および役員の異動に関するお知らせ」＊2023年10月1日HP更新
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/10/oshirase_20231001.pdf>


	記載内容抜粋
	①中期経営計画内で体制戦略、人財戦略を提示
体制戦略
当社グループは、「2025年の崖」を成長の機会とし、持続的にビジネスモデル変革を生み出すための組織づくりを進めております。国内では、前期新設した戦略部門機能を発展的に拡大し、新たなビジネスを生み出す組織、成熟したビジネスを磨き上げる組織に切り分け、各活動へ傾注できる体制へ変更しました。“選択と集中”により、2030年に向けたデータビジネスモデルの創出及び強化を両輪でさらに加速させてまいります。
　また、海外では、グループ海外拠点の戦略・管理機能を担う部門を設立することで、経営基盤の再構築を図り、拠点機能の再設計並びに新規拠点進出の検討も進めております。

人財戦略
当社グループは、持続的な成長を実現するために、人財育成を重要な経営課題としております。特に、研究開発、事業開発、海外展開などを担う人財に加え、Ｚ世代をはじめとするデジタルネイティブ人財などの人的資本への投資を通じて、意識改革による変革マインドの醸成、新たなリテラシーの習得、職場環境整備による働きがいの向上に取り組み、次代を担う人財の育成を推し進めております。

②上記体制戦略を踏まえ、組織変更を実施
中期経営計画の最終年度となる 2024 年 9 月期では、ビジネスモデル変革を完遂すべく、その実現に必要な商材軸により特化し、戦略と経営資源の「選択と集中」を推進する体制へ変更いたします。

※いずれの公表媒体も、取締役会において決議した内容に基づき作成された文書です。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公表
①ニュースリリース　イノベーションセンター開設
<https://cmc-tongarulabo.jp/2018/04/02/cate-info/201/>

②ニュースリリース　業務標準化の手法を基礎としたDX人財育成の場「!Center名古屋」を設立
<https://cmc.jp/topics/center/>

③2023年9月期 通期決算説明会 プレゼンテーション資料　P21
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/11/shiryo_20231110_1.pdf>

	記載内容抜粋
	①CMCグループは、未来技術を活用した研究開発拠点となる新オフィスを名古屋市内に開所するとともに、未来技術の体感や産学連携活動の場としての活用を見据えたイノベーションセンター「トンガルLABO」を開設。

②子会社の株式会社メインは、RPAテクノロジーズ株式会社と共同で、東海圏のDX人財育成の場を目的とした「！Center名古屋」を展開。

③サステナブルなビジネスを支える方々とのエンゲージメント強化を目的に、イノベーションセンターの建替えを決定
※いずれの公表媒体も、取締役会において決議した内容に基づき作成された公表媒体です。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①2022年9月期 有価証券報告書
②2022年9月期 第2四半期連結決算説明会 プレゼンテーション資料


	公表日
	①2022年12月23日
②2022年5月13日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社コーポレートサイトにて公表
①2022年9月期 有価証券報告書　P12
「（３）経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等」P12
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2022/12/yuukashouken_20221223.pdf>

②2022年9月期 第2四半期連結決算説明会　P14
「成長戦略ロードマップ」
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2022/05/shiryo_20220513_1.pdf>


	記載内容抜粋
	①当社グループは、継続的な成長を目指しており、収益性の観点から翌期の予想営業利益を客観的な経営指標として位置づけております。
「経営指標 2023年９月期（予想）営業利益 2,800百万円」

（補足）情報・データの有効活用によって、利益額、利益率が向上することをベンチマークとしている。

②持続的な成長に向けた各戦略取組み
A）市場の拡大と深耕（M&A活用・推進）
　主力、注力市場の拡大（製造、医療・医薬品、物流、行政・自治体、ロボティクス等）
　モビリティ市場の拡大と深耕
　海外市場の拡大と深耕
　戦略的Ｍ＆Ａ、アライアンス等の推進による市場拡大・商材強化
B）利益率の向上
　ICT活用による生産性の飛躍的向上
C）株主還元の強化
　継続的増配、機動的な資本政策

★下記（一例）のような戦術に関する社内管理の定量KPI指標は設定していますが、開示はしておりません。
・OBIC7 ERP（統合業務ソフトウェア）/ORACLE NSPB（予算管理のクラウドプラットフォーム）/プロネクサスワークス活用による省人化、タッチレス化 
→　予算組成業務/予実算出作業の作業時間・低減率他
・KAIZEN FARM事業推進（当社が提供する業務標準化サービス）　
→　リード獲得率、PoC受注率、パイプラインにおける各フェイズの移行率、商材契約継続率他
・楽々エーミング事業推進(当社が提供する整備DXの取組み)
→　説明会実施数、受注件数他
・RPAロボット開発・導入による社内業務の省人化活動
→　ロボット開発数、削減工数時間




(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	①2020年2月
②2023年11月10日
③2023年5月26日


	発信方法
	①コーポレートサイト　トップメッセージ
<https://www.cmc.co.jp/corporate/message/>

②コーポレートサイト　2023年9月期 通期決算動画
<https://lp.cmc.jp/20231110_cmc_irmovie>
0分48秒～2分35秒

③第62期中間報告書(株主通信) P1
<https://www.cmc.co.jp/cms/wp-content/uploads/2023/05/kabunushitsushin_62h.pdf>


	発信内容
	代表取締役社長 佐々幸恭自ら、決算説明動画にて説明するなど、戦略の推進に向けた情報発信を実施しています。
①「情報の価値」を向上させ、お客さま企業と社会の発展へ貢献します
当社は、長年にわたる『マニュアル制作』を通じ、お客さま企業のパートナーとして現場に寄り添うことで、サービス・商品・ブランドを深く理解してまいりました。
さらに、お客さま企業を理解する当社だからこそできる、人財育成・業務標準・販売戦略など、企業活動の『戦略支援』にも取り組んでまいりました。
この活動を通じ、商品やサービスを利用するユーザーへの理解も深めてまいりました。
時代はいま、ICT化の進展により、企業やユーザーが受け取る情報量が加速度的に増え続けています。
これからの企業活動では、さまざまなユーザーのシーンや状況に対し、欲しい情報を、欲しい時に、わかりやすく伝えるため、「情報の価値」を高めることが不可欠になってまいります。
当社は、これまで培ったお客さま製品や表現のナレッジを活かし、更なる「情報の価値」向上をめざしてまいります。
『マニュアル制作』を通じ、企業内の膨大かつ複雑な情報を整理整頓・意味付けすることで、幅広い企業活動への情報の利活用を実現します。
また、『戦略支援』を通じ、ユーザーのシーンや状況に合わせた、最適な情報の提供を実現します。
これらの事業サイクルを回し続けることで、情報のさらなる付加価値向上をめざすとともに、お客さま企業と社会の発展に永続的に貢献してまいります。

②0分48秒～2分35秒
日頃はCMCグループに格別のご厚情をたまわり、感謝申し上げます。2023年9月期は、受注案件の期ズレなどにより、連結営業利益は、かろうじて過去最高益を更新しましたが、不満の残る結果となりました。とはいえ、当期はまさに、ビジネスモデル変革のまっただ中であり、さらなる成長に向け、着実に変革を進めた一年でもありました。CMCグループのビジネスモデルは、お客さま企業に寄り添って、製品・技術情報を知り尽くすことで、“必要な情報を、必要な時に、必要なかたちで、必要なだけお届けし、関わる皆さまの心動かす価値を提供する黒子型のビジネスモデルとなります。当期におきましては、 国内では、社会課題の解決に向、働き方改革に貢献する商材開発を加速させるため、手前どもの得意分野であるモビリティ、なかでも自動車整備の現場をM＆Aにより、獲得いたしました。また、海外では、東南アジア地域において現地法人を集約し、経営資源の集中をはかり、お客さま企業の多様なニーズに対応できるサービス体制を構築いたしました。今後とも、情報価値のサステナビリティをめざして、独自のビジネスを推し進めてまいります。 

③日頃はCMC GROUPに格別のご厚情をたまわり、感謝申し上げます。当社グループは、データビジネスへの注力や社内におけるデジタル活用などデジタルトランスフォーメーション(DX)を推進してきました。その結果として、当第2四半期では、当初計画を上回る業績を達成することができました。これもひとえに、株主の皆さまの温かいご支援の賜物と、心より感謝申し上げます。今後、行動制限の緩和により、お客さま企業において新たなニーズが生まれることが予測されます。時代の変化をチャンスと捉え、新たな技術を活用したプロジェクトや実証実験などを積極的に進めることで、「情報価値を創造する企業グループ」をめざします。株主の皆さまのご期待を超えられるように取り組んでまいりますので、引き続きご指導とご支援賜りますよう、よろしくお願いいたします。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年12月頃～現在、継続中

	実施内容
	①「DX推進指標」を用いた自己診断の実施と課題把握
＊DX推進指標自己診断フォーマットを活用した自己診断結果を補足資料として提出いたします。
②取締役会、経営企画会議での課題把握
DX推進に向けたシステム開発や商材開発などの取組み進捗や課題把握を会議の定期の議題（四半期に1回）として共有・議論している。また、取締役会において重要なシステム投資や新事業構想などについて、議論・意思決定を実施している。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2005年8月頃～現在、継続中

	実施内容
	①当社はISO27001を取得しており、定期的にセキュリティ対策専門企業による外部監査を実施しております。
＊直近の外部監査報告書を補足資料として提出いたします。
②サイバーセキュリティに関する有事の対応を補完する手順書を作成
③サイバーセキュリティ保険に加入

［経営トップによる課題把握等の状況］
・システム管理部門との当社グループとしてのITシステムのあるべき姿と現状、今後のロードマップに関する定期打合せを実施（年1回）
・COO/CIOからの最新技術、最新事例に関する定期レポートによる把握、経営戦略への反映
・ISMS認証審査に向けた外部/内部監査による課題把握、対策の指示（各々年1回）
・内部監査室によるグループ全社の監査結果のフィードバック（当社全部署、グループ各社を対象に年1回）




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

